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1　地方公会計とは

これまでの地方自治体の会計は「現金主義・単式会計」を採用しており、単年度
における現金の収入や支出を経理する会計です。

しかし、「現金主義・単式会計」では、これまでに整備した資産状況や地方債等

のストック情報が把握しにくいという側面があり、そのため全ての資産、負債情報

等も把握する必要性があることから「発生主義・複式会計（複式簿記）」の考え方
が導入されました。

この考え方に基づき、つくられたのが「新地方公会計制度」です。

寿都町では平成28年度分を平成27年1月に総務省から示された「統一的な基

準」に基づき作成しています。

●　地方公会計の意義
1巳的

①説明責任の履行
住民や議会、外部に対する財務情報の分かりやすい開示
②財政の効率化・適正化
財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として、資産・債務管理や予算編成、政策評価等に有効に活用

2　具体的内容（財務書類の整備）

現金主義会計

◎現行予算■決算制度は、現金収支

を議会の民主的統制下に置くことで、

予算の適正・確実な執行を図るとい

う観点から、現金主義会計を採用

3　財務書類整備の効果

発生主義会計

◎発生主義により、ストック情報・フロー情報を総体的・一覧

的に把握することにより、現金主義会計を補完

≪財務書類≫

地方公会計　　　　　　　　　　企業公会計

・貸借対照表　　　　　　　三・貸借対照表

・行政コスト計算書　手＝＝⇒▲・損益計算書

・純資産変動計算書
・資金収支計算書

①資産・負債（ストック）の総体の一覧的把握
資産形成に関する情報（資産・負債のストック情報）の明示

②発生主義による正確な行政コストの把握
見えにくいコスト（減価償却費、退蔵手当引当金など各種引当金）の明示

③公共施設マネジメント等への活用
固定資産台帳の整備等により、公共施設マネジメント等への活用が可能

・株主資本等変動計算書

・キャッシュ・フロー計算書



2　新地万公会計制度の概要

（1）　統一的な基準の特徴
会計処理方法として民間企業会計と同様の複式簿記や発生主義会計を導入する
とともに、現存する全ての固定資産を洗出し、国定資産台帳を整備することで、
現金取引に加えて、ストック情報（資産・負債・純資産の期末残高）及びフロー
情報（期中の収益・費用及び純資産の内部構成の変動）を網羅的かつ、公正価値
で把握できます。

（2）　対象となる会計の範囲
①　一般会計等　財務書類
一般会計を対象としています。

②　全体　財務書類
一般会計等に加え、特別事業会計及び公営企業会計を対象としています。

③　連結　財務書類
町全体の財務書類に加え、当町と関係する一部組合と広域連合、及び
第三セクターなどを対象としています。

会計区分の範囲

（3）　財務書類4表について
①　貸借対照表（BS）

基準日時点における町の財政状態（資産・負債・純資産残高）を明らかにする
ことを目的として作成しています。
貸借対照表（イメージ） 
借、万 �貸　方 

資　産 �負　債 

純資産 

資産：土地・建物、現金、基金などの保育資産状況 
負債：　これからの世代が負担となるもの
純資産：これまでの世代が負担してきた部分
資産＝負債＋純資産という左石のバランスが取れた表となります。

②　行政コスト計算書（PL）
会計期間中の行政活動の内、人的サービスや各種給付サービスなど資産形成に
つながらない行政サービスに伴うコストを明らかにするものです。
現金の支払いを伴わない費用（減価償却費など）についても計上しています。

③　純資産変動計算書（NW）
純資産（過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてよい財産）が会計期
間中にどのように増減したかを区分して表示しています。

④　資金収支計算書（CF）
会計期間中の資金の流れを明らかにするもので、性質の異なる3つの活動（経
常的収支、資本的収支、財務的収支）に分けて表示します。
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⑤　財務4表の相関関係

資産貸借対照誓債　肖 ��行政コスト計算書（PL） 経常費用　経常収益 

臨時損失 �臨時利益 
蓮Lq・．持ち現金預金〉ン・璃 �胤温厚・・■ 

資金収支計算書にFI （前年度末残高）業務活動収入 投資活動収入投資活動支出要 ��きた 純資産変動計算書（NWM） 財源（前年度末残高） 

」純行政コスト巨 � 

固定資産等の変 動（減少） ㍉曇監茫夏真二‾▲‾‾‾ �固定資産等の変 動（増加） 

財務活動収入 �財務活動支出 監楽津度衰残高鳥 

（4）　財務書類の作成基準
作成基準日は、平成29年3月31日（平成28年度末）とし、平成29年4
月1日から5月31日までの出納整理期間における出納については、作成基準日
までに終了したものとして作成しています。
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3　一般会計等　財務書類

（1）　貸借対照表
貸借対照表
（平成29年3月31日現在）

（単位：千円）
科目 �金額 �科目 �金額 

【資産の部】 �12．636，142 �【負債の部】 �6，804．380 

固定資産 ��固定負債 

有形固定資産 �11．248，871 �地方債 �6，251．521 

事業用資産 �7．304，681 �長期未払金 �552．859 

土地 �1．422，893 �退職手当引当金 

立木竹 �－ �損失補償等引当金 �－ 

建物 �14，599，450 �その他 �－ 

建物減価償却累計額 �△9．021．250 �流動負債 �657．097 

工作物 �173．146 �1年内償還予定地方債 �616，974 

工作物減価償却累計額 � �未払金 �lll－ 

船舶 ��未払費用 �－ 

船舶減価償却累計額 ��前受金 �－ 

浮標等 ��前受収益 �31．245 

浮標等減価償却累計額 ��賞与等引当金 

航空機 �130，442 �預り金 �8．877 

航空機減価償却累計額 その他 その他減価償却累計額 ��その他 
負債合計 �7．461，477 

【純資産の部】 �12．765．419 

建設仮勘定 ��固定資産等形成分 

インフラ資産 土地 建物 建物減価償却累計額 工作物 工作物減価償却累計額 その他 その他減価償却累計額 建設仮勘定 物品 物品減価償却累計額 無形固定資産 ソフトウェア その他 投資その他の資産 投資及び出資金 有価証券 出資金 その他 投資損失引当金 長期延滞債権 長期貸付金 基金 減債基金 その他 その他 徴収不能引当金 流動資産 現金預金 未収金 短期貸付金 基金 財政調整基金 減債基金 棚卸資産 その他 徴収不能引当金 �3，883．058 111．689 10，027，650 △6．306．673 50，393 411．035 △349．903 1．387．270 19，007 6，200 12．807 23．440 1．200，444 102．554 1．097．890 145．907 △1，528 186．586 52．940 4．368 129，277 129，277 �余剰分（不足分） �△7，404，168 

純資産合計 �5．361，250 

資産合計 �12．82乙727 �負債及び純資産合計 �12，822，727 
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（2）　貸借対照表の説明

（D　資産の部

学校、道路、公園など将来の世代に引き継ぐ社会資本や、基金、投資など将来現金化
することが可能な財産など、これまでの行政活動で形成された資産の年度末現在の価値
を示しています。
これまでに寿都町では、約12，823百万円の資産を形成してきています。

（ア）事業用資産　　・・・学校、公営住宅、公民館、庁舎、体育館など

約7，305百万円

（イ）インフラ資産　　・・・　道路、橋りょう等の社会資本　　　約3，883百万円

（ウ）物品　　　　　・・・現金や基金等以外の動産　　　　約　　　61百万円

（エ）投資その他の資産‥・出資金、長期延滞債権、基金など　約1，387百万円

有形固定資産のうら、建物・工作物などの耐用年数のある資産の合計取得額は約2
4，800百万円、その減価償却累計額は約15，328百万円で、約62％が経年で
消費された計算になります。
これらの資産を今後限られた財源で更新していくため、施設の統廃合等や長寿命化を
進めていく必要があります。

②　負債の部

資産を形成するための地方債や退職手当引当金などは、将来の世代が負担するもので
す。
総額は約7，462百万円あり、大部分は今後償還しなければならない地方債で、そ
の年度末残高約6，868百万円です。

（ア）地方債　　　　　　　　　●●●　　地方債残高のうら、平成30年度以降に

償還が予定されている元金。

（イ）退職手当引当金　　　　　‥・　本年度末に全職員が退職した場合の退職手当

（ウ）1年内償還予定地方債　…金警債残高のうら、平成29年度償還元

③　純資産の部
資産合計から負債合計を差し引いた額で、これまでの世代が負担し、将来の返済や支
出の必要のない資産で、総額は約5，361百万円あります。

（ア）固定資産形成分　　…い票軍票荒琵誓妄歪設芸莞芸等悪霊芸

（イ）余剰分（不足分）　‥●て書芸諾蓋等漂完売芸芸宝し～誌芸聖誌

及び基金等を除く）から負債（将来現金等
支出を見込む）を控除した額。マイナスと
なることが多く、その場合、基準日時点に
おける将来の金銭必要額を示している。
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資産＝負債＋純資産

貸借対照表（BS）

資産 鮮塚勤 �　負債 ぽ7琵琶勤 

純資産 約5，361百万円 

【用語解説】

固定資産
事業用資産・・・

インフラ資産・・

物品・・・・・・
無形固定資産・・
投資及び出資金・
投資損失引当金・
長期延滞債権・・
長期貸付金・・・

基金・・・・・・
その他・・・・・

徴収不能引当金・

流動資産
現金預金・・・・
未収金・・・・・
短期貸付金・・・
基金…　‥・
棚卸資産・・・・
その他…・・
徴収不能引当金・

公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産
（例：庁舎、学校、文化センター、公営住宅など）
社会基盤となる資産
（例：道路、橋、公園、下水道施設など）
車両、物品、機械装置など
ソフトウェア、ソフトウェア（リース）
有価証券、出資金、出損金
連結対象団体への出資金の実質価格が低下した場合に計上
滞納繰越調定収入未済分
自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金
（流動資産に区分されるもの以外）
流動資産に区分される以外の基金（その他の基金）
上記以外及び徴収不能引当金以外のもの
（長期前払金、株式会社のその他の投資等）
長期延滞債権や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額
（不納欠損額）を見積もったもの

現金や普通預金を指し、歳計外現金も含む
町税や使用料などの未収金
貸付金のうら、翌年度に償還期限が到来するもの
財政調整基金、減債基金
売却を目的として保有している資産
上記以外及び徴収不能引当金以外のもの（前払金、仮払金）
未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額
（不納欠損額）を見積もったもの
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固定負債
地方債・・・・・・・

長期未払金・・・・・

退職手当引当金・・・
損失補償等引当金・・

その他・・・・・・・
流動負債
1年内償還予定地方債

未払金・・・・・・・

未払費用・・・・・・

前受金・・・・・・・

前受収益・・・・・・

賞与等引当金・・・・
預り金・・・・・・・
その他・・・・・・・

地方公共団体が発行した地方債のうら、償還予定が1年超のもの及び、
土地開発公社、第三セクターの長期借入金
自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされる
もの及びその他の確定債務のうら流動負債に区分されるもの以外
原則期末自己都合要支給額
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうら、地方公共団体
財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上
上記以外の固定負債（長期性リース債務等）

地方公共団体が発行した地方債のうら、1年以内に償還予定のもの及び、
土地開発公社、第三セクターの短期借入金
基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定し、
または合理的に見積もることができるもの
一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基準日時点

において既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終えていな
いもの
基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する義務の
履行を行っていないもの
一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点におい

て未だ提供していない役務に対し支払を受けたもの
基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福利厚生費
基準日時点において、第三者から笥託された資産に係る見返負債
上記以外の流動負債（短期性リース債務等）
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（3）行政コスト計算書

行政コスト計算書
自　平成28年4月1日

至　平成29年3月31日

（単位：千円）
科目 �金額 

経常費用 �3，795，109 

業務費用 �2，615，331 

人件費 �540，238 

職員給与費 �524，283 

賞与等引当金繰入額 �31，245 

退職手当引当金繰入額 �△50，464 

その他 �35，173 

物件費等 �2，002，520 

物件費 �1，418，219 

維持補修費 �47，920 

減価償却費 �529，196 

その他 �7，186 

その他の業務費用 �72，573 

支払利息 �67，480 

徴収不能引当金繰入額 �2，882 

その他 �2，211 

移転費用 �1，179，777 

補助金等 �644，710 

社会保障給付 �192，671 

他会計への繰出金 �340，943 

その他 �1，454 

経常収益 �568，459 

使用料及び手数料 �66，039 

その他 �502，420 

純経常行政コスト �△3，226，650 

臨時損失 �82，560 

災害復旧事業費 

資産除売却損 �82，560 

投資損失引当金繰入額 �ー 

損失補償等引当金繰入額 �－ 

その他 �－ 

臨時利益 �1，668 

資産売却益 �1，668 

その他 �－ 

純行政コスト �△3，307，542 
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（4）　行政コスト計算書の説明
行政コスト計算書は、1年間の行政活動のうら、資産の形成につながらない人的
サービスや給付サービスに要したコストで、企業の損益計算書にあたるものです。

（か　経常費用

人件費、物件費、減価償却費が大きな割合を占めています。移転費用は他会計へ
の繰出金や町民のみなさんへの補助金・扶助費で約1，180百万円です。
その結果、経常費用合計（純行政コスト）は約3，308百万円になります。

（ア）退職手当引当金繰入額

（イ）その他（人件費）

（ウ）物件費

（工）支払利息

（オ）補助金等

（力）社会保障給付

（キ）他会計への繰出金

・・・前期末退職手当引当金残高と当期末残高の

差額

・・・　議員報酬及び委員報酬など

・・・委託料、消耗品、非常勤職員の賃金、報償

費など
・・・　地方債の利子支払額

・・・負担金、補助及び交付金など

・・・　扶助費など

・・・特別会計等への繰出金

②　経常収益

使用料や手数料など約568百万円で、経常費用合計から経常収益を差し引いた
純経常行政コストは、約3，227百万円です。
これは税収等で賄われるものです。

（ア）その他の業務関連外収益 雑人など

純行政コスト
＝◎収益一費用

経常費用 

人件費、物件費、扶助費　等 

経常収益 

使用料及び手数料　等 

臨時損失 

臨時に生じる費用 

・災害復旧費 

・資産除売却損　等 

臨時利益 

臨時に生じる費用 

・資産売却益　等 
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【用語解説】
経常費用
業務費用

人件費・・・・・
物件費等・・・・

その他の業務費用
移転費用・・・・
経常収益
使用料及び手数料
その他・・・・・
臨時損失・・・・
臨時利益・・・・

職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など
職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（消費的性質）、施設等
の維持修繕にかかる経費や有形固定資産及び無形固定資産の減価
償却費など
支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤納還付など
住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、特別会計への繰出金等

サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金銭
過料、預金利子、売上収益等
災害復旧事業費、資産除売却損など
資産売却益など
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（5）純資産変動計算書

純資産変動計算書
自　平成28年4月1日

至　平成29年3月31日

（単位：千円）

科目 �� 合計 ��固定資産 等形成分 �余剰分 （不足分） 

前年度末純資産残高 ��4，851，595 ��12，178，848 �△7，327，254 

純行政コスト（△） 財源 ��△　3307542 �� �△3，307，542 3，803，056 

3 �lI ，803，056 

税収等 ��3．272，860 ���3，272．860 

国道等補助金 ��530，195 ���530．195 

本年度差額 ��495，514 �� �495，514 

固定資産等の変動（内部変動） 有形固定資産等の増加 �� ��575．519 850，714 �△575，519 △850，714 

有形固定資産等の減少 ����△618，553 �618，553 

貸付金・基金等の増加 ����462，008 �△462．008 

貸付金・基金等の減少 ����△118，650 11，051 �118．650 3，090 
′　　　　冨I � 

無償所管換等 ��11，051 

その他 ��3，090 

本年度純資産変動盤 ��509，655 ��586，570 �△76．915 

本年度未純資産残高 ��5，361，250 ��12，765．419 �△7．404，168 
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（6）　純資産変動計算書の説明
純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されているそれぞれの
数値が、当該年度でどのように変動したかを表した財務書類です。
1年間の町税などや国庫補助金などの財源が、純資産の増に充てられていま

す。
このような増減によって貸借対照表にある平成28年度末の純資産は約51
0百万円増加しました。
純資産が増加したのは、過去に取得した固定資産の減価償却費などの減少分
よりも、固定資産への投資が多かった事によります。

純資産変動計算書（NW）
前年度末残高 

約4，852百万円 

練行政コスト　＿ ‾　約△3．308百万円、 

財源 

約3，803百万円 

固定資産等の変動 約14百万円 

本年度末残高 
‾約5，361百万円 

〔一望芸芸漂諾分蕊≡：三3諾≡岩〕 

【用語解説】
前年度末純資産残高

純行政コスト・・・

財源
税収等・・・・・・
国道等補助金・・・
資産評価差額・・・
無償所管換等・・・
その他・・・・・・

純行政コスト
＝　PL純行政コスト

本年度末残高
＝　BS純資産

・前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致）
・行政活動に係る費用のうら、人的サービスや給付サービスな

ど、資産形成につながらない、行政サービスに係る費用（行
政コスト計算書の「純行政コスト」と一致）

・地方税、地方交付税、地方譲与税など
・国庫支出金及び道支出金
・有価証券等の評価差額
・無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など
・上記以外の純資産の変動
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（7）資金収支計算書
資金収支計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

（単位：千円）

科目 �金額 

【業務活動収支】 �3，334，279 

業務支出 
業務費用支出 �2，154，502 

人件費支出 �611，486 

物件費等支出 �1，473，325 

支払利息支出 �67，480 

その他の支出 �2，211 

移転費用支出 �1，179．777 

補助金等支出 �644，710 

社会保障給付支出 �192，671 

他会計への繰出支出 �340，943 

その他の支出 �1．454 

業務収入 �4，057，559 

税収等収入 �3．271，818 

国道等補助金収入 �・217，539 

使用料及び手数料収入 �65，806 

その他の収入 �502，395 

臨時支出 
災害復旧事業費支出 �－ 
その他の支出 � 
臨時収入 
業務活動収支 �723，280 

【投資活動収支】 �1．306，374 

投資活動支出 
公共施設等整備費支出 �850，714 

基金積立金支出 �455，661 

投資及び出資金支出 �●－ 
貸付金支出 �－ 

その他の支出 �－ 
投資活動収入 �435．265 

国道等補助金収入 �312，656 

基金取崩収入 �114，143 

付金元金回収収入 �● 

資産売却収入 �8，466 

その他の収入 
投資活動収支 �△871．110 

【財務活動収支】 �586，926 
財務活動支出 
地方債償還支出 �586，926 

その　の　出 �－ 

財務活動収入 �698，091 

地方債発行収入 �698，091 

その他の収入 
財務活動収支 �111．165 

本年度資金収支額 �△36，665 

前年度末資金残高 �80，727 

本年度末資金残高 �44，063 

l前年度末歳計外現金残高 �9，4021 

本年度歳計外現金増減額 �△5241 
l本年度末歳計外現金残高 �8，8771 

1本年度末現金預金残高 �52．94011 
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（8）　資金収支計算書の説明
1年間の資金の増減をⅠ業務活動収支、Ⅱ投資活動収支、Ⅲ財務活動収支に
区分し、3つの収支の財源がどのように調達され、収支の過不足が生じたのか
を明らかにするものです。

業務活動収支は約723百万円となっています。
資産形成や投資・貸付金などの収支である投資活動収支は約871百万円不
足となりました。
公債の収支である財務活動収支は約111百万円余剰となりましたが、これ
は地方債発行収入よりも地方黄の償還の方が少なかったことを示しています。
このようなことから本年度資金収支額は、約37百万円の赤字となりました
が、前年度末資金残高約81百万円を加えて、本年度末資金残高は約44百万
円になりました。

以下の各収支は、現金の流れを表しキャッシュフローとも呼びます。

①　業務活動収支
（ア）業務支出

（イ）経常的収入

②　投資活動収支

③　財務活動収支
（ア）財務活動支出

（イ）財務活動収入

●　　●　　●

●　　●　　●

行政コスト計算書の区分に対応した現金
の流れ

純資産変動計算書、行政コスト計算書の
区分に対応した現金の流れ

純資産変動計算書の区分に対応した現金
の流れ

地方債の元金償還支出に係る現金の流れ

地方債の借入に係る現金の流れ

本年度末残高
＋

歳計外現金
＝BS現金預金
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